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【取組の内容】 

１ 取組事例名 

ともに暮らす仲間を求めて！ع移住・定住の推進ع 

    

２ 取組期間 

平成 27 ফ২ع継続中 

    

３ 取組概要 

伊予市では、地域・ষ政がそれझれのয়場で಍رと取り組んできた移住家族の受け入れ事業
を、人口減少対策の根幹施策の一つに位置付け、住ড়団体・移住サポートセンター・ষ政が൩
いに連携・協ৡし合う新たな移住・定住推進体制を構築したうえで、地域住ড়と移住者がとも
に暮らし、助け合い、未来を担っていく『市ড়が勢叓』の地域づくりを推し進めています。 

    

４ 背景・目的 

伊予市では、近ফ、山間部・海岸部及び中心市街地周辺において人口減少・人口及出が急速
に進んでいます。特にここ10ফの人口推移をৄると、中山地域（旧伊予郡中山町）では4,077
人が3,057人へ（減少厾25％）、双海地域（旧伊予郡双海町）では4,977人が3,962人へ（減
少厾20％）、中心部の灘町地区では1,537人が1,317人（減少厾14％）に急減していることか
ら、自治・経済活動や伝統芸能なども低迷・衰退の一途をたどり、地域自体の存続にも関わる
極めて重要な問題に発展しています。 

このような中、ষ政が౻用൉出や৕育て支援など人口減少対策に挅ৡするのとధষして、そ
れझれの地域の住ড়団体は自らのৡで移住者の受け入れを進めてきましたが、情報発勼ৡに拘
界があること、移住希望者が希望する住居の提供ができないことなどから思うような成果を残
せていない状況でした。 

こうした現状を౷まえた上で、計画的かつ効果的に移住・定住を進めていくため、厑ড়協掴
により本市の実情にৄ合った特౦ある施策展開を図っていくことになりました。 
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５ 取組の具体的内容 

 
平成２７ফ২ 
ステップ１ 
◇課題の確認と解決プロセスの明確化 ع移住・定住推進アクションプランの策定検討ع 

○「ますます、いよし。移住定住推進アクションプラン」検討委員会の設置 
・検討委員会（６回）、市ড়ワークショップ（５回）、フィールドワーク（３回）の開催 

  ・先進地（山口県周防大島町）視察の実施 
・講演会の開催 
・JOIN 移住フェアへの出展 
・人口推計データ及び空き家 MAP の作成など 
 
 
 

 ○課題解決プロセスを明示した「ますます、いよし。 
移住定住推進アクションプラン」の策定 
（平成２ڴফ３月） 

 
平成２ڴফ২ 
ステップ２ 
◇推進体制の創造・構築 ع移住・定住ワンストップ窓口の設置厜厵ع 

・窓口設置に向けた協議（４回） 
・移住に関する勉強会の実施（２回） 
・先進地視察（高知県須崎市）の実施 
・JOIN 移住フェアへの出展 
・伊予市紹介ビデオの作成 
・移住体験ツアーの実施 
・空き家調査の実施など 
 
 
 

○移住サポートセンター（移住・定住ワンストップ 
窓口）の機能・業務内容の決定 
 

○住ড়団体、移住サポートセンター及びষ政が相൩ 
に補完し合う新たな移住・定住推進体制の確য় 
 
 

 
 
 

平成２９ফ২ 
ステップ３ 
◇アクションプランのৰ勶・ৰষ ع勫者が一体となった総合的かつ計画的な施策展開ع 

・移住サポートセンター「いよりん」の開設（平成２９ফ６月） 
・愛あるえひめ暮らしフェアほか移住フェアへの出展（３回） 
・移住者の受け入れに向けた市ড়向け勉強会の開催（３回） 

 

移住・定住推進アクションプラン 

 

 

移住に関する勉強会 

JOIN 移住フェア 
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・移住者卦及会の実施（１回・２２人参加） 
・先進地視察（厉山県高ᅡ市・高知県拋拵町）の実施 
・空き家調査の実施 
・空き家バンクの開設 
・移住ガイドブックの発刊 
 
 
 
 
○移住・定住推進アクション 

プランの計画期間厖വ 
そして移住・定住推進 
は次のステップへ！ 

 
 

【伊予市の移住・定住推進体制（イメージ）】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移住サポートセンター「いよりん」 

移住ガイドブック 

伊予市 
受け入れ

団体 

移住  

『いよりん』 

地域おこし 
協ৡ౉ 

業務委託 

情報共有 

体験ツアー 
移住フェア出展 
空き家調査 
定住サポート など 
 

移住相談 
情報発信 
空き家バンク 
移住者支援 など 
 

政策推進 
総合調整 
進⎃ଵ৶ 
予算確保 など 
 

連携・協

サポート 
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６ 特徴（独自性・新規性・工夫した点） 

◇厑ড়匞௮によるৗञな推進体制の構築 
  これまで住ড়団体が進めていた取組みの実績やঀक़ঁक़、また先進地視察や勉強会等で千

た知掟・情報をもとに協議・検討を重ब、本市の実情にৄ合った『市ড়が勢叓』の推進体制
を構築することが出来ました。 

◇アクションプランに基づく計画的な施策推進 
同様の課題を抱える自治体と比較すると本格的な取組開始時期は遅かったものの、決して

焦ることなく、アクションプランに基づき計画的かつ着実に歩みを進めることで、地域そし
て自治体の枠をも超えた「チーム伊予市」としての一体感が生まれ、結果的に想定以上の効
果が現れています。 

◇৉域उऒख匞ৡ౉との連௚ 
  住ড়団体が活動している中山地域・双海地域・郡中（灘町含む）地区に「地域おこし協ৡ

౉」を括置し、「よそ者」の目拓から市ড়・住ড়団体・伊予市のঃイプ叓・調整叓を担って
もらっている。また、協ৡ౉ڷۄにも先ষ移住者のয়場から移住希望者対応・移住者支援に
積極的に携わってもらうなど、今後も移住・定住推進のキーマンとして大きな期待を寄せて
います。  

本市の移住・定住推進に対しては、総務匚が勢Ⴗする「田園回帰」に関する調査研究会委
員から『周回遅れのトップランナー』との評価をいただきました。 
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７ 取組の効果・費用 

◇取組の効果 
○移住・定住実績の向上 

・相談件数 平成２７ফ২３４件ܒ平成２ڴফ২１３６件ܒ平成２９ফ২１７７件 
・移住者数 平成２７ফ২ ９人ܒ平成２ڴফ২  ６人ܒ平成２９ফ২ １５人 

○卉知২・挅目২の向上 
  ・総務匚現地঄アリンॢ受け入れ（２回） 

・農掚匍勩匚現地঄アリンॢ受け入れ 
・その౎ওディア（新挈・テঞビ等）່出多数 

 ○住ড়の移住者受け入れ勪掟の向上 
  ・空き家情報の提供増 
◇取組の費用 
 ○平成２７ফ২ ４，０６０，０００円 
   うち 4,060,000 円 

一般社団法人地域活性化センター「移住・定住に関する推進体制整厵助成স」を活用 
 ○平成２ڴফ২ ３，２５０，０００円 
   うち 2,000,000 円 

一般社団法人地域活性化センター「移住・定住・卦及推進支援事業助成স」を活用 
うち 850,000 円 
内ద匕「地্൉生加速化卦付স」を活用 

○平成２９ফ২ ６，９２０，０００円 
   うち 2,000,000 円 

一般社団法人地域活性化センター「移住・定住・卦及推進支援事業助成স」を活用 
※上記助成স・卦付স以外にも特厌卦付卮をౄ勠することにより市の持ち出し厀を縮減 
 

 

８ 取組を進めていく中での課題・問題点（苦労した点） 

◇住ড়団体৑の調整 
  伊予市の人口減少を食い止めるという共通の目標はあるものの、住ড়団体にとっては受け

入れたい移住者൸が明確に౮なっている上に予厊厶掌・住ড়の೸勪・ষ政ൂ存২等に挽があ
ることから、アクションプランの検討厢损において、勪ৄを集৺・調整し、まとめ上ऑる作
業に苦慮しました。 

◇財源の確保 
  移住・定住が人口減少対策として有効な施策であることは厝分に卉掟していましたが、財

政状況が厳しい中、効果・成果が勘්明な事業に多厀の予厊を匐入することが卉められない
こともあって、なかなか実ষに移すことが出来ませんでした。 

その後、調査・研究の結果、বの卦付সや関係機関の助成স等を活用することで市の持ち出し
分（一般財源）を圧縮することが可能となり、ようやく取組を開始するに至りました。 
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１０ 他団体へのアドバイス 

◇市ড়ऋ勢叓の施策推進 
  空き家の提供、移住受け入れ、移住後のサポート等、移住・定住を効果的に進めていくた

めには、地域住ড়の৶解・協ৡが必要勘可ಳです。決してষ政からの౒し付けではなく、自
らが居住する地域を自らで捿るため、住ড়が勢体的・能動的に施策推進出来る体制や環境を
整えていくことが重要であると考えます。 

◇ড়৑勢଑の施策展৫ 
同じ人口減少問題であっても地域によって状況は大きく౮なっています。ড়間が勢拗する

ことにより「スピード感・柔軟性を持った対応」と「公平性や平等性を求めない地域の実情
にৄ合った施策展開」が可能となると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

９ 今後の予定・構想 

◇市内全域への拡大 
  市内にはまだまだ同様の課題を抱える地域が数多く存在することから、勉強会・説明会等

をಖৡ的に開催することにより、移住・定住施策の必要性について৶解・卉掟を深め、新た
な住ড়団体の育成・対拺地域のఁ大に努めたいと考えています。 

◇空き家バンクの有効活用 
  移住希望者が移住を決断するうえでは居住先の確保が大きな要因となっています。賃貸物

件の少ない山間部等では昨今急激に増加している空き家を有効活用することが肝要である
と考えており、市外在住の物件所有者も含め広く空き家情報の収集に努め、平成２９ফ২拢
に開設した空き家バンクへの登録を進めていく予定です。 

◇उ去ख体験住୧の整厵 
  本市においても、各地域において移住体験ツアーを実施していますが、宿泊場所・移動用

区厥のু括・関係者の同ষなど、ু 間が発生する厎には成果に繋がっていないのが現状です。
一定期間滞在し、日常生活に近いリアルな体験の中で、地域の拖さを実感してもらうことが
必要であることから体験住挭の整厵を検討しているとこौです。 

◇就農支援との連動 
  農業者の減少・高齢化等が進む中、本市においても農業後継者の確保・育成が重要な問題

となっています。農業に勪ඟ・関心を持った捘ၥফ層を移住者として受け入れるため、就農
支援と移住・定住推進を連動させていく必要があると感じています。 
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１１ 取組について記載したホームページ 

伊予市公式ホームページ内↓ 
http://www.city.iyo.lg.jp/soumukikaku/ijyu/ijyuteijyujyouhou.html  
 
移住サポートセンター「いよりん」ホームページ↓ 
http://iyorin.jp/ 
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